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中小企業専用 自家消費型太陽光導入スキーム Roof Plus

初期費用ゼロで、電力料金削減

”脱炭素・共生社会”の実現にむけ
取引先の、脱炭素(& 電力料金削減)を推進

 一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構(略称 RDo)



電力会社系PPA
特定業種専用PPA会社

← 信用力 → 高 (55点以上～)低 ( ～55点未満)

(PV規模)

500kW～

300kW～

150kW～

～100kW

意識 : 電力コスト削減重視
状況 : 資金調達困難 (環境=ｺｽﾄ)

“ 問題児 ”

※ ブルーオーシャン

地域再エネ会社
(地域新電力から移行 模索)
※ PPA事業資金調達が課題

“ 不毛地帯 ” 

※ 補助金+資金(調達)次第

レッドオーシャン

PPA事業者からみた市場

ブラックオーシャン

信用補完型イニシャルレススキーム

意識 : 環境・電力コスト重視
行動 : 自己資金・PPA比較



大手企業はPPAを活用

自家消費型太陽光で電力高騰化対策。

一般社団法人
日本再生可能エネルギー地域資源開発機構(RDo)

中小企業の90%以上

自家消費型太陽光をPPA導入できない。

PPAでは実現できない 中小企業の電力料金 高騰対策

信用力の問題や、施設規模が
小さいなどからPPA会社に
門前払いされることが多い。



電気料金

太陽光発電による
電気料金削減メリット (※1)

(自家消費型太陽光専用 15年分割払い) ※

初期投資ゼロで、電気料金削減メリットを得る (PPA代替選択肢)

初期投資なく
初年度から電気料金を

削減

※ 固定資産税・保険料・遠隔監視コスト含む

太陽光発電導入後

※1. EPC作成の太陽光発電シミュレーションをもとに、ファイナンス・節税効果・電力上昇率から電料金力削減メリットを評価
一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構(RDo)が「導入評価書」を無償発行する。

“マイ発電所”資産形成プラン



地域脱炭素支援施策 Roof Plus

地域脱炭素支援施策Roof Plus
予算枠 28億円

適用条件を満たす企業に対し、

現在の「電力料金よりも安い支払い」で、

将来の「マイ発電所」形成を可能にします。

【令和7年度募集：100社】

5

地域脱炭素支援施策はコチラ

R7年度Roof Plus施策案内書より
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中小企業

ビジネスマッチング
連携協定

③.Roof Plus 教育・運営支援

遠隔監視センター

瑕疵保証サービス

CO2削減認証機関

Jクレジット創出

地域金融機関との連携 : 地域脱炭素・富の地域循環をサポート

地元企業

他県本社の地元企業

全国の大手企業

⑤.Jクレジット販売収益

➢ 地域脱炭素貢献
➢ 手数料収益(機器代)
➢ 取引先CO2削減貢献量
➢ 取引先の電力高騰対策

①.地域脱炭素啓蒙
(電力削減メリット提案)

②.顧客紹介
(自家消費型太陽光提案)

地域金融
地方銀行

※ 地銀の親密取引先と連携
(Roof Plus 総窓口)

EPC 技術支援④.Jクレジット販売支援
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